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外国籍住民との共生にむけて　　　　　　
──何が問題か？　どうすればいいのか？──
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　渡辺英俊
１　外国籍者の受難

　　　（初めの基調講演者イスラム・ヒムさんから、アルカイダと誤認逮捕され、マス
メディアの無責任な報道で、どんなに過酷な被害を受けたかを聞いた後で。）
今、イスラム・ヒムさんの受けた苦しみを直接聞いて、わたしたちは信じられない思いがしたのではないでしょうか。こんな理不尽なことが、日本列島の土の上で起こっているとは思えないのではないでしょうか。しかし、これは一つだけ飛び離れた例外なのではありません。むしろ、この国の至る所で、外国籍の友人たちに日常的に起こっていることの代表例に過ぎないのです。それどころか、先月（5月）17日に成立した改定入管法によれば、法務大臣は、入手した情報に基づいて、「テロリスト」のリストを作ることができます。ここに言う「テロリスト」とは、テロを実行する人だけでなく、それを準備する人、またそれを支援する人……だけでさえなく、支援をも含め「……する恐れがあると認めるに足る十分な理由があると認定した者」です。このリストにヒットすると、退去強制になります。そうすると、イスラム・ヒムさんの場合は、恐らくドイツかどこかの当局から情報提供があって、法務大臣により「恐れがある」と認定されてリストに載せられることになるでしょうから、誤認逮捕どころか、まかり間違えば退去強制にもなりかねないのです。考えられないほど恐ろしいシステムが、「テロ対策」という名目で張りめぐらされているのです。
　私共がカラバオの会の救援で体験したもう一つの例を挙げておきましょう。
Ｗさんというパキスタン人の事業家がいました。日本国内で、ある大手の航空会社の便を利用して羽田に降りたのですが、隣席にいた日本人の母子が携帯電話をなくしました。この親子は、隣りに座っていた外国人が盗んだと思い、女性客室乗務員に訴えました。彼女は、タラップの下に止まっていたリムジーンまでＷさんを追いかけ、衆人環視の中で荷物検査をしました。もちろん携帯はなく、客室を調べなおしたら、座席の下に落ちていたのだそうです。航空会社は、「一客室乗務員の行き過ぎた行為」ということで、本人と上司が一応の謝罪に行ったということですが、それ以上問題を掘り下げることも、疑いをかけた日本人乗客に謝罪させることも拒否しました。満座の中で盗みの汚名を着せられたＷさんは、回りの人びとからの信用をなくし、心の傷がＰＴＳＤになって仕事ができなくなり、カラバオの会に相談にきたのです。
　当初、東京の本社の対応では、もう終わったことの一点張りでしたが、さいわい関西の本社が人権担当部局を持っており、そちらに働きかけた結果、そこに人種差別があったことを認め、解決にむけての交渉が重ねられています。

　このケースには、外国人に対する差別、つまり、「ゼノフォビア」（外国人嫌悪）という人種差別が三重に働いていたと言えるでしょう。

①　日本人の母子は、おそらく隣の席に座ったときから「やだな」と思っていたに違いありません。「外国人犯罪」のメディア宣伝を見たり聞いたりして、この外国人に何か盗まれないかと思っていたにちがいありません。だから、携帯がなくなったら、自分たちの足の下に落ちているかとよく探すより先に、「あの外国人が盗んだ」と思い、乗務員に訴えたのです。

②　最大の問題は、客室乗務員のとった行動です。相手が日本人だったら、まかり間違えば会社がたいへんなことになるくらいは承知していたはずです。ところが、相手が「東南アジア系の外国人」だったので、満座の中で荷物を開けさせるというような異常行動がとれたのです。この人の頭の中には「犯人は東南アジア系の外国人」というような新聞見出しやＴＶの番組が焼き付いていたに違いありません。緊急とっさの行動の中に、偏見は正直に反映するのです。
③　もうひとつは、これが間違いだったと分かったときの会社の反応です。「一乗務員の行きすぎた行為」はないでしょう。何がその行き過ぎを生じさせたのかと言えば、「外国人客」には注意しろというような社内の空気があったとしか思えません。少なくとも、「外国人犯罪キャンペーン」の中で、このような行き過ぎた行動に走ることがないよう、客室乗務員の訓練・研修をしていなかったことが露呈しているのです。まして、Ｗさん本人がカラバオの会と一緒に抗議をしたときに、「もうあれは終わったこと」はないでしょう。本人が抗議しているのにです。

　先のヒムさんの場合は、警察という権力版の外国人差別ですが、Ｗさんの場合は、同じ差別行為の民間版ということができるでしょう。今、日本社会では、ゼノフォビア（外国人嫌悪）が公然と煽り立てられ、特に「外国人犯罪」キャンペーンが政府とメディアの共犯で繰り広げられています。まるで有毒ガスによる大気汚染のように、ゼノフォビアのガスが社会に充満しています。こういう「外国人」に対するトゲを含んだ日本社会の空気の中で、外国籍の友人たちの受難が続いているのです。

２　政策の「ゼノフォビア（外国人嫌悪）」
いったい、このような大気汚染の汚染源は何なのでしょうか。

私は、まず歴史の＜根っこ＞に問題があると思っています。いわゆる「明治」の天皇政権成立以来、アジアに対する植民地侵略が行われてきましたが、そのバックボーンになったのは、大和民族は他の民族より優越しているのだ、という民族的優越意識です。私は、12才の敗戦時、コチンコチンの軍国少年でしたが、小学校6年間の軍国主義教育でたたき込まれたのは、この民族的優越意識でした。私自身は、悪名高き「戦後教育」の中で、また自分でも歴史をきちんと勉強することを通して、それを精算してきたつもりですが、あの時の頭をそっくりそのまま保存している、私と同年の人が一人います。今東京都知事をしておられますが、こういう類の人たちが今、当時とそっくり同じ中身のことを、「愛国心」とか「我が国古来の伝統と文化」とか言い換えて、若い世代を洗脳し直しています。太平洋戦争と同じ誤りに、また日本を引きずり込もうとしていることが見え見えで、背筋が寒くなります。
こういう、「昔」がそっくりそのまま戻ってくることを可能にしたのは、1970年代からの新しい植民地主義です。銃剣を札束に持ち替えて、ふたたびアジアやラテンアメリカに侵出し、米国の腰巾着になって世界第2位の経済大国に成り上がりました。寝たふりをしていた民族優越意識がむくむく頭をもたげてきたのです。特に1990年代以降は、軍国主義時代と同質の言説が右翼メディアを占領し、教育をもぎりぎり締めつけるようになりました。2000年代に入ると、米国の対テロ戦争に荷担して、海外に日本軍を送るための国内の締め付けがますますきつくなりつつあります。民族優越意識と表裏一体に、「外国人」─とりわけ「白くない外国人」─への蔑視が、ゼノフォビアという形で牙を剥き出しにしてきたのです。
特に最近の政府の動きにそれが顕著に表れています。

(1)　続けざまの入管法改悪

先にふれたとおり、入管法改定が成立しました。その中心になっているのは、指紋や顔写真などの生体情報を入国時に採取するシステムの新設です。私は、1980年代の、在日コリアンの友人たちの指紋押捺拒否運動の支援に参加して、犯罪者しか強制されることのない指紋採取を、外国人登録の度に強制される在日の人びとの屈辱を目の当たりにしてきました。2000年にそれが全廃されたと思ったら、今度はそれが、年間７００万人を超える外国人入国者に対し、入国の度に強制される制度として戻ってきたのです。そればかりか、それはデータベースに記録されて、一発で照合されます。法務大臣が造っておくリスト（前述）にヒットしたら、退去強制されわけです。一昔前の指紋制度と比べたら、トカゲとゴジラほども違うモンスターです。
こんなに、外国籍者への偏見をあからさまにした法改定が、「テロ対策」という名目でまかり通ってしまうのが、日本社会なのです。

　(2)　「外国人犯罪」キャンペーン

　警察の「外国人犯罪」発表と、マスメディアによる検証なしの拡大報道により、「外国人」の犯罪が増加し、治安を悪化させているという偏見が社会全体に作り出されています。事実は、刑法犯総検挙者数にしめる「来日外国人」の割合は2％前後で、10年前と同じレベルです。「不法滞在」が「外国人犯罪の温床」と言われますが、総検挙者数に占めるオーバーステイ者の割合は、0.4%です。2％とか、0.4%とかいう数字が、増えたとか減ったとかで「治安問題」だと大騒ぎするのは、どう考えても、偏見のなせるわざでしかあり得ません。
(3)　「不法滞在外国人」半減政策　

政府当局は、ゼノフォビアのターゲットを「不法滞在」外国人にしぼり、社会的不満のスケープゴートにしています。わたしたちは、この20年近く、在留資格のない外国人の友人たちとつきあってきましたが、この人びとは、日本社会に潜在する３Ｋ労働分野での労働力需要を満たしてきたのであり、一生懸命働いて日本経済を支えているのです。法に受け皿がないから違法状態になっているだけで、悪いことは何もしていません。政府当局は、自分たちの失政のツケが自分たちに回ってくるのを恐れて、この人たちが諸悪の根源であるかのようなデマを広げ、「不法滞在外国人の半減」というような政策を掲げて、摘発に乗り出しています。
私の近くの商店街の床屋さんがボヤいていました。近くの店であんなに朝早くから夜遅くまで、一生懸命働いていた外国人の店員が摘発で持ってかれてしまい、お客さんを一人取られちゃった、と。
政府が先頭に立って進めているこの政策は、確実にゼノフォビアを煽り、外国人に対しては勝手なことをしていいのだという空気を日本社会に作り出しているのです。　

３　文化操作が作り出すゼノフォビア

　ゼノフォビアは、ただ政府だけが作り出すものではなく、長い時間をかけて、文化の中に根を張るものです。権力は、直接弾圧によるだけでなく、上から文化を操作することによって、「一般国民」と呼ばれる人びとの意識の中にゼノフォビアを植え込みます。それによって外国人を敵視する社会的空気を作り出すのです。まさに「大気汚染」です。　
その一例が、「体感治安」です。わたしたちが、「治安が悪くなったというけれども、数字をきちんと読めばそんなことはないではないか……」と問いかけるとき、当局やメディア関係者が使う決まり文句は、いや「体感治安」はたしかに悪くなっている、というのです。世論調査の数字を見ると、「外国人が増えて治安が悪くなった」と感じている人が多いからだ……というのです。ところが、治安が悪くなったと答えた人に、さらに突っ込んで、では実際に外国人犯罪を経験したのかと尋ねると、いや、そうではないが、「ニュースで見た」「みんながそう言っている」という不安が多いのです。つまり、警察による偏見に満ちた「外国人犯罪発表」や、それを誇張して書き立てるメディアの「外国人犯罪報道」が「体感治安」を造っているのです。さらにそれに迎合して「外国人犯罪」を誇張する発表や報道が行われ、「体感治安の悪化」を増幅しているのです。

こうして、ゼノフォビアの大気汚染がはびこる社会では、「高位の公職にある者」（たとえば東京都知事）の差別暴言が、やり放題になります。人種差別禁止法があったら、刑事罰に該当するかもしれないようなゼノフォビアの扇動が、かえって世論の支持を受けてしまう風潮が広がっています。
このような、ゼノフォビアの悪循環─ゼノフォビア・スパイラル─の先にあるものは何でしょうか。わたしたちは、外国籍人口の増加が避けられない時代を迎えています。少子高齢化による人口減少という、こちら側の都合はよく言われますが、それ以前に、資本先導のグローバリゼーションが作り出した、地球規模の富の偏在と賃金格差は、貧しくされた側から富を積み上げた側への人口移動を止められない流れにしています。何の準備もなく、今のゼノフォビア・スパイラルが続いたまま、外国人人口が500万人を超えるような時代を迎えれば、日本全体が差別と敵意で引き裂かれた社会になってしまうでしょう。
４　移住連の提案

では、どうすればいいのでしょうか。

今日、移住連は一つのお土産を持って、この全国フォーラムにやって来ました。それは、『外国籍住民との共生にむけて─ＮＧＯからの提言』です。すべり込みセーフで、つい数日前に印刷が上がってきて、今日に間に合いました。ここには、移住連構成団体の20年の活動体験を踏まえ、人権支援の現場で、顔の見える関係を通して、何が問題か、日本社会がどう変わらなければならないかを見通してきた、その成果が凝縮されています。
1997年の移住連の発足により、全国の運動の経験を結集して政府・国会に働きかけるルートができ、政策提言能力が積み上げられました。すでに2002年に、2年がかりで「包括的外国人政策の提言・2002年版」が作られています。今回は、それを土台にして、より幅広い読者層にも呼んでもらえるように、説明部分を全面的に書き直し、提言部分もその後の情勢の進展に合わせてアップデイトしたり追加したりしました。
ここで提言されているのは、まず基本政策を多民族・多文化共生社会にむけて転換することです。日本社会が平和な、暮らしよい社会になって行く道は、多民族・多文化共生社会しかない、「外国人に住みやすい社会は日本人にも暮らしよい」のだということです。そのためには、国際人権基準に照らした人権保障をすべての住民に実現することが必要です。
（世界人権宣言、国際人権規約、人種差別撤廃条約、女性差別撤廃条約、子どもの権利条約、移住労働者の権利条約など）

また、当事者の自己決定権を尊重する制度（多民族・多文化共生社会推進協議会など）を設けることが必要だと提言されています。

それに伴い、多民族・多文化共生社会にむけた法制度を整備することが提言されています。基本法制として外国人人権基本法、人種差別撤廃法を制定する、それに合わせて入管法の全面改正、特に人権条項を導入し、「労働」と「人権上の在留」の在留資格を新設することなどです。また、入管法と切り離した難民認定法の制定、国籍法の大幅改正、外登法の廃止、アムネスティなどを行うなどです。
そのほか、個別領域でも、具体的な提言がなされています。この後の分科会で取り扱われる問題はほぼ網羅されていますので、分科会場に行かれる前にこれをお求めになり、分科会で虎の巻として使っていただければと願っています。

５　われわれの一歩が明日を創る

わたしたちの提言は、足元の具体的な取り組みから出ています。個別領域での「提言」がそこから生み出されました。そして、それを集約する形で基本政策、法制度の提言が作られました。文字通り下から、現場から積み上げられた提言です。このようにして、苦しみを負わされた外国籍の仲間たちと共に、具体的な問題の解決を目ざす歩みの中から、未来への展望も生まれるのだと思います。

今の日本社会は、屋台骨が腐っています、政治も、行政も、メディアも、企業も、教育も、家庭も……。飽食に浸って、人の痛みを感じ取る感覚が失われています。カネや権力を持っている者たちが、際限もなく自分たちの利得を追求することが野放しにされています。そういう社会にあっては、ＮＧＯの果たす役割が鍵を握っていると思うのです。他者の痛みのそばに留まろうとする、人間らしさの核が、ここには生きているからです。日本では、ＮＧＯの働きの重要性が十分認識されていませんが、破綻に向かって暴走しているとしか言いようのない今も政府の政策や、方向を見失っているマスメディアに対し、明確なオルターナティヴを提出できるのはＮＧＯしかないと思います。ですから、わたしたちの「提言」も、日本の将来に光を投げかけるものになるであろうと思います。

この「全国フォーラム」は、6回目を数えますが、全国のあらゆる隅々での取り組みを持ち寄って、互いに突き合わせ確かめ合う場として、大きな役割を果たしてきました。地元実行委員会の皆さまによって、このすばらしい環境に準備されたこの全国フォーラムが、更なる一歩を踏み出す場となることを心から願って、基調講演に代えさせていただきます。
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